導入稟議書｜エネがえるASP Lightプラン
住宅用太陽光・蓄電池・オール電化の試算と提案を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	18万円（税別）
	216万円（税別）
	246万円（通常初期費用含む）
	最大5名・診断回数無制限


通常初期費用30万円。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用0円。2年契約は月17.1万円（5%引）、3年契約は月16.2万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるASP Lightプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：通常初年度上限2,460,000円（税別）。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用30万円が0円となり、初年度上限2,160,000円（税別）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：住宅案件ごとに電気使用量、料金、設備条件が異なり、表計算や担当者判断だけでは、作成待ち、再計算、説明のばらつきが生じる。顧客と上長が同じ前提で比較できる診断結果と提案書を短時間で作る体制へ改める。
本プランが合う理由：少人数で開始。最大5名・診断回数無制限。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：試算作成・確認待ち、単価や製品情報の更新、再説明、比較不足による失注を内部で負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：試算と提案書作成の時間短縮、担当者間の前提統一、料金・製品・補助金情報の確認負荷削減、比較提案による受注機会の増加を見込む。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で実案件［　］件を診断し、標準入力、上長確認、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：入力条件の誤り、試算結果の過信、利用定着不足。必須入力と確認者を定め、前提と実績差を月次確認する。初回勉強会、Web会議、チャット、電話、メール、オンライン手引き・よくある質問を活用する。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるASP Standardプラン
住宅用太陽光・蓄電池・オール電化の試算と提案を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	36万円（税別）
	432万円（税別）
	462万円（通常初期費用含む）
	最大30名・診断無制限・自動解析（試行版）


通常初期費用30万円。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用0円。2年契約は月34.2万円（5%引）、3年契約は月32.4万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるASP Standardプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：通常初年度上限4,620,000円（税別）。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用30万円が0円となり、初年度上限4,320,000円（税別）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：住宅案件ごとに電気使用量、料金、設備条件が異なり、表計算や担当者判断だけでは、作成待ち、再計算、説明のばらつきが生じる。顧客と上長が同じ前提で比較できる診断結果と提案書を短時間で作る体制へ改める。
本プランが合う理由：営業組織で標準化。最大30名・診断無制限・自動解析（試行版）。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：試算作成・確認待ち、単価や製品情報の更新、再説明、比較不足による失注を内部で負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：試算と提案書作成の時間短縮、担当者間の前提統一、料金・製品・補助金情報の確認負荷削減、比較提案による受注機会の増加を見込む。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で実案件［　］件を診断し、標準入力、上長確認、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：入力条件の誤り、試算結果の過信、利用定着不足。必須入力と確認者を定め、前提と実績差を月次確認する。初回勉強会、Web会議、チャット、電話、メール、オンライン手引き・よくある質問を活用する。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるASP Unlimitedプラン
住宅用太陽光・蓄電池・オール電化の試算と提案を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	72万円（税別）
	864万円（税別）
	864万円（初期費用0円）
	利用人数無制限・診断回数無制限


初期費用0円（Unlimitedプラン）。2年契約は月68.4万円（5%引）、3年契約は月64.8万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるASP Unlimitedプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：初年度上限8,640,000円（税別・初期費用0円）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：住宅案件ごとに電気使用量、料金、設備条件が異なり、表計算や担当者判断だけでは、作成待ち、再計算、説明のばらつきが生じる。顧客と上長が同じ前提で比較できる診断結果と提案書を短時間で作る体制へ改める。
本プランが合う理由：全社・複数拠点で展開。利用人数無制限・診断回数無制限。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：試算作成・確認待ち、単価や製品情報の更新、再説明、比較不足による失注を内部で負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：試算と提案書作成の時間短縮、担当者間の前提統一、料金・製品・補助金情報の確認負荷削減、比較提案による受注機会の増加を見込む。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で実案件［　］件を診断し、標準入力、上長確認、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：入力条件の誤り、試算結果の過信、利用定着不足。必須入力と確認者を定め、前提と実績差を月次確認する。初回勉強会、Web会議、チャット、電話、メール、オンライン手引き・よくある質問を活用する。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるASP Unlimited+プラン
住宅用太陽光・蓄電池・オール電化の試算と提案を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	72万円〜（目安）
	864万円〜（目安）
	［見積額を記入］
	利用人数無制限・取引先用アカウント発行を個別設計


初期費用0円。月額の目安（税別）：取引先10社72万円／30社96万円／50社108万円／100社132万円／300社156万円／500社180万円。正式金額は社数・利用範囲に応じた個別見積を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるASP Unlimited+プランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：初期費用0円＋年間利用料［　］円（税別。取引先［　］社の個別見積による）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：住宅案件ごとに電気使用量、料金、設備条件が異なり、表計算や担当者判断だけでは、作成待ち、再計算、説明のばらつきが生じる。顧客と上長が同じ前提で比較できる診断結果と提案書を短時間で作る体制へ改める。
本プランが合う理由：取引先・販売店まで同じ試算環境を展開。自社・取引先とも利用人数無制限で、社数が増えるほど1社あたり費用が下がる（10社で月7.2万円、100社で月1.32万円の目安）。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：試算作成・確認待ち、単価や製品情報の更新、再説明、比較不足による失注を内部で負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：試算と提案書作成の時間短縮、担当者間の前提統一、料金・製品・補助金情報の確認負荷削減、比較提案による受注機会の増加を見込む。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で実案件［　］件を診断し、標準入力、上長確認、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：入力条件の誤り、試算結果の過信、利用定着不足。必須入力と確認者を定め、前提と実績差を月次確認する。初回勉強会、Web会議、チャット、電話、メール、オンライン手引き・よくある質問を活用する。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるBiz Lightプラン
産業用太陽光・蓄電池・第三者所有型契約（PPA）の投資判断を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	24万円（税別）
	288万円（税別）
	318万円（通常初期費用含む）
	最大10名


通常初期費用30万円。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用0円。2年契約は月22.8万円（5%引）、3年契約は月21.6万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるBiz Lightプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：通常初年度上限3,180,000円（税別）。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用30万円が0円となり、初年度上限2,880,000円（税別）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：工場、店舗、倉庫、公共施設では、需要の時間変化、契約電力、設備容量、休日、売買電条件で投資回収が変わる。個人の表計算に依存せず、前提、需給、投資回収、長期収支を同じ基準で比較できる体制へ改める。
本プランが合う理由：少人数で産業用提案を開始。最大10名。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：データ加工、試算、再計算、社内確認が案件ごとに繰り返され、提案遅延と案件選別の誤りが残る。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋失注・見送り損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：需要データと設備条件に基づく自家消費量、余剰、ピーク、投資回収、長期収支の比較を標準化し、提案準備と決裁説明の手戻りを減らす。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：無料試用で［低圧／高圧］の実案件［　］件を試算し、需要データ取込、前提確認、投資回収説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：需要データ不足、入力単位の誤り、将来単価や発電量の変動、利用定着不足。推定値を明示し、実データ入手後に再計算する。入力者と確認者を分け、重要案件は第三者確認を行う。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるBiz Standardプラン
産業用太陽光・蓄電池・第三者所有型契約（PPA）の投資判断を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	42万円（税別）
	504万円（税別）
	534万円（通常初期費用含む）
	最大30名・上位機能は契約内容を確認


通常初期費用30万円。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用0円。2年契約は月39.9万円（5%引）、3年契約は月37.8万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるBiz Standardプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：通常初年度上限5,340,000円（税別）。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用30万円が0円となり、初年度上限5,040,000円（税別）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：工場、店舗、倉庫、公共施設では、需要の時間変化、契約電力、設備容量、休日、売買電条件で投資回収が変わる。個人の表計算に依存せず、前提、需給、投資回収、長期収支を同じ基準で比較できる体制へ改める。
本プランが合う理由：営業・技術の複数担当で運用。最大30名・上位機能は契約内容を確認。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：データ加工、試算、再計算、社内確認が案件ごとに繰り返され、提案遅延と案件選別の誤りが残る。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋失注・見送り損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：需要データと設備条件に基づく自家消費量、余剰、ピーク、投資回収、長期収支の比較を標準化し、提案準備と決裁説明の手戻りを減らす。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：無料試用で［低圧／高圧］の実案件［　］件を試算し、需要データ取込、前提確認、投資回収説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：需要データ不足、入力単位の誤り、将来単価や発電量の変動、利用定着不足。推定値を明示し、実データ入手後に再計算する。入力者と確認者を分け、重要案件は第三者確認を行う。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるBiz Unlimitedプラン
産業用太陽光・蓄電池・第三者所有型契約（PPA）の投資判断を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	84万円（税別）
	1,008万円（税別）
	1,008万円（初期費用0円）
	利用人数無制限


初期費用0円（Unlimitedプラン）。2年契約は月79.8万円（5%引）、3年契約は月75.6万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるBiz Unlimitedプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：初年度上限10,080,000円（税別・初期費用0円）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：工場、店舗、倉庫、公共施設では、需要の時間変化、契約電力、設備容量、休日、売買電条件で投資回収が変わる。個人の表計算に依存せず、前提、需給、投資回収、長期収支を同じ基準で比較できる体制へ改める。
本プランが合う理由：大型案件を全社・複数拠点で展開。利用人数無制限。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：データ加工、試算、再計算、社内確認が案件ごとに繰り返され、提案遅延と案件選別の誤りが残る。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋失注・見送り損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：需要データと設備条件に基づく自家消費量、余剰、ピーク、投資回収、長期収支の比較を標準化し、提案準備と決裁説明の手戻りを減らす。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：無料試用で［低圧／高圧］の実案件［　］件を試算し、需要データ取込、前提確認、投資回収説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：需要データ不足、入力単位の誤り、将来単価や発電量の変動、利用定着不足。推定値を明示し、実データ入手後に再計算する。入力者と確認者を分け、重要案件は第三者確認を行う。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるBiz Unlimited+プラン
産業用太陽光・蓄電池・第三者所有型契約（PPA）の投資判断を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	84万円〜（目安）
	1,008万円〜（目安）
	［見積額を記入］
	利用人数無制限・取引先用アカウント発行を個別設計


初期費用0円。月額の目安（税別）：取引先10社で84万円から。社数が増えるほど1社あたり費用は下がる。正式金額は社数・利用範囲に応じた個別見積を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるBiz Unlimited+プランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：初期費用0円＋年間利用料［　］円（税別。取引先［　］社の個別見積による）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：工場、店舗、倉庫、公共施設では、需要の時間変化、契約電力、設備容量、休日、売買電条件で投資回収が変わる。個人の表計算に依存せず、前提、需給、投資回収、長期収支を同じ基準で比較できる体制へ改める。
本プランが合う理由：取引先・販売店まで同じ試算環境を展開。自社・取引先とも利用人数無制限で、社数が増えるほど1社あたり費用が下がる（10社で1社あたり月8.4万円の目安）。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：データ加工、試算、再計算、社内確認が案件ごとに繰り返され、提案遅延と案件選別の誤りが残る。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋失注・見送り損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：需要データと設備条件に基づく自家消費量、余剰、ピーク、投資回収、長期収支の比較を標準化し、提案準備と決裁説明の手戻りを減らす。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：無料試用で［低圧／高圧］の実案件［　］件を試算し、需要データ取込、前提確認、投資回収説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：需要データ不足、入力単位の誤り、将来単価や発電量の変動、利用定着不足。推定値を明示し、実データ入手後に再計算する。入力者と確認者を分け、重要案件は第三者確認を行う。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるEV・V2H Lightプラン
電気自動車と車から建物への給電（EV・V2H）の導入効果を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	18万円（税別）
	216万円（税別）
	246万円（通常初期費用含む）
	最大5名・診断回数無制限


通常初期費用30万円。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用0円。2年契約は月17.1万円（5%引）、3年契約は月16.2万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるEV・V2H Lightプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：通常初年度上限2,460,000円（税別）。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用30万円が0円となり、初年度上限2,160,000円（税別）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：車両価格、走行距離、燃料・充電費、在宅時間、太陽光余剰、充放電条件が別々に説明され、顧客が総額で比較しにくい。車両と住宅設備を同じ前提で比較できる提案体制へ改める。
本プランが合う理由：少人数でEV・V2H提案を開始。最大5名・診断回数無制限。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：車両とエネルギー費を別々に計算する工数、説明のばらつき、V2H価値の説明不足による商談停滞を負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：ガソリン車との総費用比較、充電費、太陽光・V2H併用効果、停電時価値を同じ前提で示し、複雑な提案を短時間で再現できるようにする。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で［EVのみ／太陽光併用／V2H併用］の実案件［　］件を診断し、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：走行距離、外出時間、充放電条件の入力誤り、将来の燃料・電力単価変動、利用定着不足。前提を顧客確認し、条件差を複数案で提示する。入力者と確認者を分ける。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるEV・V2H Standardプラン
電気自動車と車から建物への給電（EV・V2H）の導入効果を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	36万円（税別）
	432万円（税別）
	462万円（通常初期費用含む）
	最大30名・診断回数無制限


通常初期費用30万円。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用0円。2年契約は月34.2万円（5%引）、3年契約は月32.4万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるEV・V2H Standardプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：通常初年度上限4,620,000円（税別）。無料お試し開始から30日以内に有償移行すると初期費用30万円が0円となり、初年度上限4,320,000円（税別）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：車両価格、走行距離、燃料・充電費、在宅時間、太陽光余剰、充放電条件が別々に説明され、顧客が総額で比較しにくい。車両と住宅設備を同じ前提で比較できる提案体制へ改める。
本プランが合う理由：営業組織で提案を標準化。最大30名・診断回数無制限。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：車両とエネルギー費を別々に計算する工数、説明のばらつき、V2H価値の説明不足による商談停滞を負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：ガソリン車との総費用比較、充電費、太陽光・V2H併用効果、停電時価値を同じ前提で示し、複雑な提案を短時間で再現できるようにする。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で［EVのみ／太陽光併用／V2H併用］の実案件［　］件を診断し、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：走行距離、外出時間、充放電条件の入力誤り、将来の燃料・電力単価変動、利用定着不足。前提を顧客確認し、条件差を複数案で提示する。入力者と確認者を分ける。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるEV・V2H Unlimitedプラン
電気自動車と車から建物への給電（EV・V2H）の導入効果を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	72万円（税別）
	864万円（税別）
	864万円（初期費用0円）
	利用人数無制限・診断回数無制限


初期費用0円（Unlimitedプラン）。2年契約は月68.4万円（5%引）、3年契約は月64.8万円（10%引）。最終条件は最新見積・申込書・契約書を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるEV・V2H Unlimitedプランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：初年度上限8,640,000円（税別・初期費用0円）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：車両価格、走行距離、燃料・充電費、在宅時間、太陽光余剰、充放電条件が別々に説明され、顧客が総額で比較しにくい。車両と住宅設備を同じ前提で比較できる提案体制へ改める。
本プランが合う理由：全社・複数拠点で展開。利用人数無制限・診断回数無制限。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：車両とエネルギー費を別々に計算する工数、説明のばらつき、V2H価値の説明不足による商談停滞を負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：ガソリン車との総費用比較、充電費、太陽光・V2H併用効果、停電時価値を同じ前提で示し、複雑な提案を短時間で再現できるようにする。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で［EVのみ／太陽光併用／V2H併用］の実案件［　］件を診断し、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：走行距離、外出時間、充放電条件の入力誤り、将来の燃料・電力単価変動、利用定着不足。前提を顧客確認し、条件差を複数案で提示する。入力者と確認者を分ける。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるEV・V2H Unlimited+プラン
電気自動車と車から建物への給電（EV・V2H）の導入効果を標準化
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	72万円〜（目安）
	864万円〜（目安）
	［見積額を記入］
	利用人数無制限・取引先用アカウント発行を個別設計


初期費用0円。月額の目安（税別）：取引先10社72万円／30社96万円／50社108万円／100社132万円／300社156万円／500社180万円。正式金額は社数・利用範囲に応じた個別見積を優先。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるEV・V2H Unlimited+プランを［1／2／3］年契約で導入する。
予算上限：初期費用0円＋年間利用料［　］円（税別。取引先［　］社の個別見積による）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［無料試用終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：車両価格、走行距離、燃料・充電費、在宅時間、太陽光余剰、充放電条件が別々に説明され、顧客が総額で比較しにくい。車両と住宅設備を同じ前提で比較できる提案体制へ改める。
本プランが合う理由：取引先・販売店まで同じ試算環境を展開。自社・取引先とも利用人数無制限で、社数が増えるほど1社あたり費用が下がる（10社で月7.2万円、100社で月1.32万円の目安）。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：車両とエネルギー費を別々に計算する工数、説明のばらつき、V2H価値の説明不足による商談停滞を負担し続ける。先送り1か月の推計損失は［工数損失　円＋粗利機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：ガソリン車との総費用比較、充電費、太陽光・V2H併用効果、停電時価値を同じ前提で示し、複雑な提案を短時間で再現できるようにする。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：月額費用は発生するが、計算、データ更新、提案資料、導入支援を一体で利用できる。自社は顧客対応と運用改善に集中する。

	実施・合格基準
	実施：30日無料試用で［EVのみ／太陽光併用／V2H併用］の実案件［　］件を診断し、顧客説明まで通す。業務責任者［　］、管理者［　］、利用者［　］。合格後［開始日］から本稼働する。
合格基準：①1件の作成［　］分以内 ②実案件［　］件完了 ③確認者の差戻し率［　］%以下 ④利用者［　］名が単独操作 ⑤3か月後の年間換算効果が利用料以上。
見直し：開始3か月後［日付］に実績を確認し、未達時は入力手順、対象部門、プランを是正。更新3か月前に継続可否を再決裁する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：走行距離、外出時間、充放電条件の入力誤り、将来の燃料・電力単価変動、利用定着不足。前提を顧客確認し、条件差を複数案で提示する。入力者と確認者を分ける。
契約・情報管理：標準契約は12か月で中途解約時の返金なし。利用規約、見積、更新、支払、利用者権限、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。

	決裁後の担当
	担当・成立条件：当社＝契約［　］／業務［　］／管理［　］／情報管理［　］／効果測定［　］。国際航業窓口［　］。次回［日付・議題］。成立＝試用合格・見積確定・社内審査完了・開始日合意。


導入稟議書｜エネがえるAPI 個別見積プラン
再エネ診断機能をシステム連携（API）で自社業務へ組み込む
	起案部署
	［　　　　　　　　　］
	起案者
	［　　　　　　　　　］

	起案日
	［　年　月　日］
	決裁希望日
	［　年　月　日］


決裁：□ 承認　□ 条件付き承認　□ 差戻し　　付帯条件［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］
	月額
	年間利用料
	初年度総額
	利用規模・用途

	個別見積
	個別見積
	［見積額を記入］
	利用機能・件数・範囲を要件確認


公開目安（税別）：初期50〜150万円、月額60〜250万円。正式金額は利用機能・件数・範囲に応じた個別見積。
	決裁依頼
	承認事項：［開始日］から国際航業株式会社のエネがえるAPIを、最新見積・仕様・契約書に定める範囲と期間で導入する。
予算上限：最新見積の初期費用［　］円、年間利用料［　］円、実装費［　］円（いずれも税別）。支払方法［年払／月払］。
決裁期限：［試験接続期間の終了日または見積有効期限］。価格・利用範囲は見積、申込書、契約書を優先する。

	目的・背景
	目的：計算式だけを開発しても、電気料金、燃料費調整、補助金、設備、制度の更新と検証が継続的に発生する。自社は顧客画面と業務導線に集中し、計算・データ更新基盤は実績ある外部サービスを利用する。
本プランが合う理由：自社サイト・業務システムへ組み込み。利用機能・件数・範囲を要件確認。対象部門［　］、対象業務［　］。

	採用しない場合
	現状維持の費用：開発着手の遅れに加え、公開後も計算改修、単価・制度・製品更新、問い合わせ調査を自社で負担する。先送り1か月の推計損失は［開発・保守工数　円＋獲得機会損失　円＝合計　円］。
判断：外部費用がゼロでも内部工数と機会損失はゼロにならない。今月試用して数値を実測し、契約可否を判断する方が損失を限定できる。

	効果・回収条件
	期待する変化：開発期間の短縮、更新業務の外部化、計算根拠の統一、顧客接点への診断機能追加を見込む。自社は画面、認証、入力確認、表示、監視、顧客対応を担う。
年間効果：［　］円＝工数削減［　］円＋追加粗利・損失回避［　］円−年間利用料［　］円。
算定式：（現行［　］分−導入後［　］分）×月［　］件×12÷60×社内時間単価［　］円＋追加受注［　］件×1件粗利［　］円。

	代替案の比較
	現状継続：外部費用なし。ただし、更新、属人化、確認待ち、再説明が残る。
自社開発・表計算：自社要件に合わせやすいが、初期作成後も料金、制度、製品、計算、情報管理の更新責任が続く。
本申請：利用料と実装費は発生するが、計算・データ更新基盤を外部化できる。自社は顧客画面、認証、表示、監視、顧客対応に集中する。

	実施・合格基準
	実施：対象用途を［　］に絞り、公開仕様確認→試験接続→代表［　］件の照合→情報管理審査→本番判定の順で進める。事業責任［　］、開発責任［　］、情報管理［　］、国際航業窓口［　］。
合格基準：①代表ケース［　］件の計算結果が合意値と一致 ②想定最大件数で応答条件［　］秒以内 ③入力不備・障害時の処理を確認 ④情報管理審査完了 ⑤公開日と運用責任者を確定。
見直し：試験終了日［日付］に本番可否を判定する。未達時は対象機能を縮小または要件を是正し、公開3か月後と更新3か月前に効果・品質・継続可否を再確認する。

	リスク・管理
	主なリスクと対策：要件膨張、実装責任の誤認、入力・表示不備、障害時の切分け不足。対象機能と責任分界を見積・仕様・試験項目に固定し、接続記録、入力値、応答、エラー、監査記録を自社側で保持する。
契約・情報管理：契約期間、最低利用期間、更新、解約、支払、利用規約、見積、責任分界、入力する顧客情報、保存・削除、事故連絡、委託先を［法務／情報管理／購買］が［日付］までに確認する。

	実績・信頼性
	事業実績：顧客700社超、年間診断15万回超。電気料金100社・3,000プラン超と全国7,000件超の補助金情報を毎月更新。電気料金プラン選定・予測に関する特許2件。2015年提供開始で10年以上の運用実績。
主な導入・活用先：環境省、世田谷区、トヨタ自動車、スズキ、パナソニック、東京センチュリー、大和ハウス工業、大和エネルギー、東急不動産、伊藤忠商事、ミライト・ワン、ミライト・エックス、シャープ、オムロン、ニチコン、ネクストエナジー、村田製作所、ダイヘン、エクソル、東京ガス、東邦ガス、NTT-ME、ソフトバンク、TGオクトパスエナジー、U-POWER、JCOM、エディオン、ELJソーラーコーポレーション、T-TOP、シェアリングエネルギー、TRENDE、かんでんEハウス、四電エナジーサービス、東北電力eソライフ、住友林業ホームテック。エネルギー業界を代表する企業・団体のほか、全国各地域の工務店・販売施工店・設計・調達・施工事業者（EPC）等700社以上で導入・活用（導入、連携、実証、事例掲載等を含む）。
公的活用・保証・支援：環境省の地域脱炭素・重点加速化事業でFIT・非FITの経済性差の定量化に活用され、補助金活用を支援。有償のシミュレーション保証を相談可能。保証対象案件は過去実績1%未満（国際航業提供値。対象・条件・最新値は契約前確認）。電話、チャット、メール、Web会議等7経路で支援（公開実績：初回回答平均30分以内、問題解決平均2時間）。営業支援、事例・販売知見共有、取引先紹介等も個別相談可能。
運営基盤：運営は1947年設立の国際航業株式会社。国・全国1,000自治体以上と取引し、ISO 9001、ISO/IEC 27001、ISO/IEC 27017、プライバシーマーク等を取得。経営・品質・情報管理の基盤があり、2050年に向けた長期利用を検討しやすい。
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